
宮崎県行政書士会

☆ 事務処理完了証明願（書式12）
※移転元単位会にご提出ください（移転元単位会から宮崎県会に直接送付）

１通

1 行政書士変更登録申請書（様式第17号）
※１通はコピーでかまいませんが、どちらにも直に署名・押印

２通

2
本籍地記載のある住民票
※提出の日前３ヶ月以内に交付されたもの
※１通はコピーで可

2通

3
履歴書
※１通はコピーでかまいませんが、どちらにも直に署名・押印
※記入例に沿って記入

２通

4 顔写真（裏面に氏名記入、縦3㎝✕横2.5㎝にカットしたもの）
※カラー、提出の日前３月以内に撮影したもの、無帽、正面、上三分身、無背景

５枚

5 行政書士証票の写し
※新証票受理後に旧証票は移転元に返却してください

１通

6
事務所平面図
※寸法、方位、縮尺等を記入。机・椅子・PC等の配置を明らかにすること
※１通はコピーで可

２通

7 事務所位置図
※市販地図等の写し可

２通

8
事務所外観及び内部写真
※外観…全体及び入口付近、内観…机・椅子等の配置が明らかな写真
※１部はコピーで可

２部

9 事務所の確認書類〔別紙A〕参照
※１部はコピーで可

２部

10 入会届（様式第5号） １通

11 印鑑届（様式第1号） １通

12 メールアドレス登録申込書 １通

13 デンサン口座振替 預金口座振替申込書
※金融機関にご提出ください。手続き後２枚目のみ提出（ゆうちょ銀行は提出物なし）

１通

14

所属単位会の変更登録について
（宮崎県行政書士会へ入会する場合）

　・以下の書類を揃えていただき、宮崎県行政書士会事務局までご提出下さい。

手数料・入会金 　255,000円（変更手数料５，０００円、　入会金…２５０，０００円）
※変更登録申請書類提出時に宮崎県行政書士会事務局でお支払いください



【書類作成の注意点】
・書類の「印」は職印（行政書士会に届出してあるもの）で押印してください。
　印の指定のある書類についてはその指示に従ってください。（口座振替・使用承諾書等）

・変更前の住所や事務所名称は、日行連への登録のとおりにご記入ください。（丁目や番
　地等の省略をしない）
　変更前の情報は日行連HPで確認できます。

・申請書等の書類は楷書で丁寧にご記入ください。
　判読の困難な記載は手続きの遅れや誤登録につながる恐れがあります。
　このことにより登録内容に誤りが生じた場合、改めて変更登録申請手続きをお願いする
　ことがありますので、ご注意ください。

【申請書提出先】

　　　　　　　　　　宮崎県行政書士会
　　　　　　　　　　　     　　（平日　AM8：30～12：00　　PM13：00～17:00）

 　　　　　　　　　　　　　　　  〒880-0812

 　　　　　　　　　　　　　宮崎県宮崎市高千穂通1-5-35　グラン高千穂1F
 　　　　　　　　　　　　　TEL  0985-24-4356
　 　　　　　　　　　　　　FAX 0985-29-4195

　　　　　　※駐車場はございませんので、付近のコインパーキング等をご利用ください。
　　　　　　※事務局前の道路は一方通行となっておりますので、お気を付けください。



・行政書士法人から又は行政書士法人への変更の場合、事前に行政書士法人の変更申請が必要です

・正本（日本行政書士会提出分）、副本（宮崎県会提出分）と２部作成していただきます。
 2部作成する場合1部はコピーしたものでもかまいませんが、署名と押印は全て直に行ってください。

・申請書類は１枚しかお渡ししません。必要な枚数をコピーして作成してください。

・黒色か青色のインク又はボールペンで記入してください。（鉛筆書きや文字が消えるペンは不可）

・文字は楷書ではっきりと記入。判読の困難な場合は誤登録につながる恐れがあり、有償での変更
 となる場合があります。

・作成する書類の日付は空欄にしておき、実際に提出する日を記入してください。

・日本行政書士会連合会会長名は空欄にしておいてください。

・書類の「印」は職印（行政書士会に届出してあるもの）で押印してください。印の指定のある書類
 についてはその指示に従ってください。（使用承諾書等）

・写真は必ず指定のサイズにカットしてお持ちください。（全ての写真の裏面に氏名を記入）

・写真は提出前３月以内に撮影した、カラー、無帽、正面、上三分身、無背景のものをご提出ください。

・記入事項を訂正する場合は、修正液やテープ等を使用しないこと。該当箇所を二重線で消し、申請
 書類と同じ印鑑で訂正印を押してから追記してください。

・住民票や戸籍抄本は提出日（申請日）より3ヶ月以内に交付を受けたものをご提出ください。

・申請書類は必ず本人が持参してください。郵送可ですが、事前に行政書士本人からのご連絡をお願い
 します。

・申請書類提出時は職印をお持ちください。確認後に訂正をお願いする場合がございます。

・新しい証票や登録証の到着までは数週間かかります。旧証票はそれまでお持ちください。
 新しいものをお渡しする際に旧証票をご返却ください。

◆変更登録申請にあたっての共通注意事項



【変更登録申請書の記入の仕方】

   …行政書士法人から又は行政書士法人へ変更の場合、事前に行政書士法人の変更申請が必要です
申請日 空欄にしておき、最後に書類提出日を記入
会長名 空欄にしておく

変更事項 変更箇所の□に✓を記入
該当箇所の□に✓を記入（ 新：変更後の属性   旧：変更前の属性 ）
行政書士法人の社員…使用人ではなく構成員（経営側・役員）として登録する場合
行政書士の使用人…行政書士の個人事務所で従業員として登録する場合
行政書士法人の使用人…行政書士法人の従業員として登録する場合
略さず、戸籍抄本記載のとおりに記入
職名使用を希望する場合：「有」に○
職名の使用をやめる場合：「無」に○

本籍 戸籍抄本記載のとおりに、都道府県から丁目や番地などを略さずに記入
新：住民票のとおりに都道府県名から記入（丁目や番地などを略さずに記入）
旧：現在の登録のとおりに記入
℡は市外局番から記入（固定電話がない場合は携帯電話番号でも可）
必ず「行政書士」を入れる
別紙「事務所の名称に関する指針」を参考にすること
（法人番号：  ）は既存の行政書士法人の社員又は使用人となる場合のみ記入
※法人番号は日本行政書士会連合会の法人番号です。登録予定の法人に確認するか、
 日本行政書士会連合会のHPでご確認ください。
※初めて個人開業する場合は事務所調査が入ります
住所（自宅）と同じでも「同上」や「〃」等を使用せず正確に記入すること
新：字、町、番地、ビル名、部屋番号等希望するとおりに記入
旧：現在の登録のとおりに記入（証票や日行連HPで確認できます）
℡は市外局番から記入（固定電話がない場合は携帯電話番号でも可）
属性が社員又は使用人であり、所属又は勤務する事務所が行政書士法人の従たる
事務所の場合のみ記入
旧：現在の登録のとおりに記入（証票や日行連HPで確認できます）

変更年月日 記入漏れに注意
変更事由 記入漏れに注意（例：婚姻した為、事務所を移転した為 等）

主たる事務所の
所在地

事務所の所在地
（事務所住所）

氏名

住所
（自宅住所）

事務所の名称

属性



事務所平面図
  ○大まかな建物図と事務所内部
  ○方位・面積・出入口を記入すること。
  ○事務所内部は、机・椅子・事務機器等の配置を明らかにすること。
  ○共同・合同事務所の場合は申請者の執務場所を図示すること。
  ○法人等の建物内に行政書士事務所を設置する場合は、行政書士の業務を行う事務所として
   の独立性が確保されていること。

【平面図：例】
建物平面図 事務所内部

事務所位置図
  ○目標となる最寄りの駅、停留所等から事務所（予定）地までの略図。
  ○市販地図等の写し可。

事務所外観及び内部写真
  ○A4の用紙に写真又は写真データを貼付。ポラロイド写真は不可。
  ○外観は事務所のある建物全体及び入口付近の写真。
  ○内部は事務所内の机・椅子等の配置が明らかな写真。一枚に写らなければ角度を変えて
   数枚にわたって写してください。

〔参考〕行政書士事務所設置基準



事務所の確認書類  [別紙A]

個人開業
※公営住宅や契約上事務所としての利用が禁止されている住宅での事務所登録はできません
①自宅に事務所を設ける場合

1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」
※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの

1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」
※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの

2 建物所有者である親族の「使用承諾書」

②自宅外に独立事務所を設ける場合
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
2  建物所有者である親族の「使用承諾書」
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
2 建物所有者との間で交わされた「賃貸借契約書（写）」
3 目的が居住用としての契約の場合、所有者の「使用承諾書」
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
2 建物所有者と賃借人との間で交わされた「賃貸借契約書（写）」

転貸家賃発生する…賃借人と申請者間の「転貸借契約書（写）」
転貸家賃発生しない…所有者・賃借人双方からの「使用承諾書」

③会社等の法人内に事務所を設置する場合
※行政書士事務所としての位置、区画が法人等と明確に区別され、一般の利用者を拒むことのない
 事務所機能を確保している必要があります（出入口・表札・業務内容の守秘）

1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」
※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの

2 誓約書（書式8）
家賃発生する…所有者（法人）と申請者間の「賃貸借契約書（写）」
家賃発生しない…所有者（法人・共有名義者）の「使用承諾書」

1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」
※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの

2 建物所有者と法人等間の「賃貸借契約書（写）」
3 誓約書（書式8）

転貸家賃発生する…賃借人（法人）と申請者間の「転貸借契約書（写）」
転貸家賃発生しない…所有者・賃借人（法人）双方の「使用承諾書」

4

法人名義の賃貸借契約

3

法人所有の建物

自己所有の建物

親族所有の建物
（共有名義も含む）

自己名義の賃貸借契約

3

賃借人からの転貸借

自己所有の建物

親族所有の建物
（共有名義も含む）



事務所の確認書類  [別紙A]

個人開業（共同・合同）
＜共同事務所＞…他の行政書士又は行政書士法人と同一の場所（室内）に事務所を設ける場合
＜合同事務所＞…他士業者又は他士業法人と同一の場所（室内）に事務所を設ける場合
※同じ部屋の中で事務所が「隣接」しているイメージ。共同・合同であっても、あくまでも個人事務所
 の集合体であり運営は別であること
④自分以外の行政書士又は他士業者・士業法人と同一事務所の場合（共同・合同事務所）

1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」
※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの

2 親族名義（共有名義含む）の場合、所有者である親族の「使用承諾書」
3 共同・合同事務所届出書（書式7）
4 誓約書（書式10）
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
2 建物所有者との間で交わされた「賃貸借契約書（写）」
3 目的が居住用としての契約の場合、所有者の「使用承諾書」
4 共同・合同事務所届出書（書式7）
5 誓約書（書式10）
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
2 建物所有者（共同・合同者、共有名義者等）の「使用承諾書」
3 共同・合同事務所届出書（書式7）
4 誓約書（書式10）
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
2 建物所有者と共同・合同者との間で交わされた「賃貸借契約書（写）」
3 共同・合同事務所届出書（書式7）
4 誓約書（書式10）

転貸家賃発生する…賃借人と申請者間の「転貸借契約書（写）」
転貸家賃発生しない…所有者・賃借人双方からの「使用承諾書」

自己所有の建物

自己名義の賃貸借契約

共同・合同者（法人）
所有の建物

5

共同・合同者（法人）名義
の賃貸借契約



事務所の確認書類  [別紙A]

使用人・社員行政書士
※使用人行政書士又は社員行政書士はその業務を行うための事務所を設けてはならない
 使用人行政書士又は主に勤務する行政書士又は行政書士法人の事務所を登録、社員行政書士は、
 社員となっている行政書士法人の所属事務所を登録

使用人行政書士 他の行政書士又は行政書士法人の従業員として勤務
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
建物所有者と勤務先行政書士（行政書士法人）との間で交わされた
「賃貸借契約書（写）」

社員行政書士 行政書士法人に構成員（役員）として勤務
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
1 建物の「登記簿謄本」又は「家屋課税台帳登録事項証明書」

※建物所有者の住所・氏名の記載のあるもの
建物所有者と勤務先行政書士法人との間で交わされた「賃貸借契約書
（写）」

2

勤務先行政書士
（行政書士法人）名義の

賃貸借契約

勤務先行政書士
（行政書士法人）の建物

勤務先行政書士法人
の建物

勤務先行政書士法人名義の
賃貸借契約

2






